セイカブツ リュウツウ エノ カヨイ ヨウキ ノ ドウニュウ フキュウ ニ カンスル ケンキュウ ホッカイドウ オ ジレイ トシテ by 尾碕 亨
目 次
? 課題と方法
? JAにおける青果物取扱い概況
? 青果物流通における「通い容器」の利
用・流通実態
１．青果物流通における出荷容器の利用
形態
２．「通い容器」の利用・流通実態
３．「通い容器」の利用・流通におけるメ
リットと問題点
? 不特定多数での「通い容器」利用シス
テムの確立
Ⅰ 課題と方法
80年代後半以降，輸入野菜が急増し国内野菜との
競合を強めつつあり，輸入野菜への対抗方策が早急
に求められている。輸入野菜に対抗し国産野菜の振
興を図るためには，鮮度，品質，安全など国産野菜
の良さを強調することに加え，生産から流通までの
あらゆる段階で可能な限りコストを削減していくこ
とが重要である。ところで，2001年４月10日には，
WTOセーフガード協定等及び関税定率法に基づ
き，ねぎ，生しいたけなど３品目に関するセーフガー
ドが暫定処置ではあるが発動されることに決定し
た。実施期間は2001年４月23日から200日（2001
年11月８日まで）である。激増する低価格輸入野菜
に，国内生産者のみで対抗するのは困難であり，国
内野菜供給力の維持のためにも当然の処置である。
ただ，輸入野菜が急増し国際的競争が激化すること
は今後も続くと思われ，セーフガードの実現と同時
に国内野菜供給の体質強化が重要であり，そのため
にも，これまでの野菜流通の見直しも早急に進めて
いく必要がある。ただ，これまでの対抗策は生産費
に関しての議論はされても流通費については，ほと
んど議論がされてこなかったといっても過言ではな
い。しかし，野菜流通が国内競争から国際競争へ移
行しつつある中で，国産野菜が生き残っていくため
には，生産費の削減だけでなく生産段階から小売り
段階までの流通費の削減が必要不可欠であると考え
る。
また，21世紀を迎えるにあたり，自然や環境破壊
などによる地球温暖化，ゴミ問題など人類存続の基
盤である地球環境が損なわれるおそれがあることが
世界共通の認識となっている。こうした中で，これ
までの経済合理主義に重きをおいた大量生産，大量
流通，大量消費，大量廃棄の社会経済活動の見直し
が必要となっている。すなわち21世紀は，これまで
の「一方通過型社会」から地球環境への負荷の少な
い持続的発展可能な「循環型社会」へ変えていくこ
とが重要であり，そのための取り組みがわが国にお
いても徐々にではあるが進められつつある。
そうしたなか，今日，野菜流通においても，段ボー
ルやトレー等容器包装減量化などがゴミ問題やリサ
イクルなど環境問題の観点から強く求められている
が，加えて流通の見直しによる低コスト化の観点か
らも極めて重要である。
こうした問題意識を背景として，前回（「青果物の
環境保全型物流に関する研究」酪農学園大学紀要，
第25巻第２号，2001年）では，環境保全や低コスト
化の観点から北海道を事例として，青果物流通にお
いて見直しの必要が高い段ボール容器（以下，DBと
略）に着目し，これを環境負荷の軽減に配慮した反
復利用の可能な「通いコンテナ」（通い容器）に代え
ることによる環境負荷の軽減に配慮した通いコンテ
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ナ（通い容器）の導入に関し，特に低コスト化の視
点から考察した。そこで，今回は，前回の考察を踏
まえつつ，北海道を事例として青果物流通での「通
い容器」の利用・流通実態を調査し，「通い容器」の
青果物流通への導入または普及方法について検討す
ることを課題とする。
また，前回の「通い容器」による低コスト化の分
析で明らかになったように，青果物におけるトータ
ル的な物流コストの低減には，DBを「通い容器」に
転換するだけでなく規格や包装（特に小装）の簡素
化も同時に進めていくことが重要である。それに関
する考察は，次回におこなうことにしたい。
今回，青果物流通における「通い容器」の利用・
流通実態に関する考察は，産地サイドからとし，北
海道内の青果物を取り扱っている主要な JA（103
JA）にアンケート調査をおこなう形で実施した。
アンケートは，2000年12月に実施した。発送数は
103JA，回収数は80JA，回収率は77.7％と高い回
収率であった。
Ⅱ JAにおける青果物取扱い概況
まず，最初に，アンケートに回答のあった JAにお
ける青果物の取扱い概要について見ておく。
JAにおける青果物の年間販売金額を見ると，野
菜では，１JA当たり平均14.4億円となっている。
販売金額別では年間販売金額5～10億未満の JAが
25.6％（20JA）と最も多い。また年間30億円以上
農協が9.0％，７JAある。それに対し，果実は，年
間販売金額１億円未満の農協が51.4％（18JA）と約
半分を占める。５億円未満とあわせると85.7％と
なっている。１JA当たりの平均販売金額も2.1億
円と野菜の７分の１程度である（表?－1）。これか
らもわかるように，現在，北海道の青果物生産は，
野菜生産が中心であると言える。また，１JA当たり
平均取扱品目は，野菜16.5品目，果実3.0品目で
あった。
次に，青果物の主要出荷先を見ると，野菜，果実
とも卸売市場を中心とした出荷となっている。すな
わち，野菜では卸売市場への出荷が89.1％と全出荷
の９割近くを占めている。ただ，野菜の場合，道外
の卸売市場への出荷販売が多く55.9％を占める。こ
のことからも，北海道の野菜販売は，道外卸売市場
への出荷が重要な位置を占めていることがうかがえ
る。果実の場合も野菜同様に卸売市場への出荷が全
出荷の88.0％を占めているが，道外卸売市場出荷割
合の多い野菜と違い道内卸売市場への出荷が
68.9％と圧倒的に多い（表?－2）のが特徴である。
近年，大規模小売業などを中心として市場外流通が
増へつつあるが，北海道の青果物の販売は，卸売市
場を中心とした出荷体制が基本となっており，量販
店などへの直接販売（野菜6.8％，果実8.1％）は，
現状ではわずかにすぎない。
Ⅲ 青果物流通における「通い容器」の利用・流通
実態
１．青果物流通における出荷容器の利用形態
近年，青果物の流通において，段ボール（DB）や
トレー，パック等容器包装の減量化などが，リサイ
クルなど環境問題の観点や流通（物流）の見直しに
よる低コスト化の観点からも極めて重要となってい
る。
そこで，まず回答のあった JAにおける青果物の
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表Ⅱ－1 JAにおける青果物の取扱い状況（販売額)
単位：JA，％。億円
野 菜 果 実
区分（億円)
JA数 割合(％) JA数 割合(％)
１億円未満 8 10.3 18 51.4
１～５未満 15 19.2 12 34.3
５～10未満 20 25.6 3 8.6
10～15未満 11 14.1 2 5.7
15～20未満 6 7.7
20～25未満 8 10.3
25～30未満 3 3.8
30億円以上 7 9.0
合計総販売額 1,119.9 74.7
平均総販売額 14.4 2.1
回答数 78 100.0 35 100.0
無回答 2 1
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
表Ⅱ－2 JAにおける青果物出荷先別販売金額割合
（1999年度） 単位：％，JA
販 売 先 野菜 果実
道内卸売市場 33.2 68.9
道外卸売市場 55.9 19.1
全農集配センター 2.6 0.4
量販店・生協（直接販売） 3.0 4.1
外食産業（直接販売） 0.5 0.3
食品加工業者（直接販売） 3.3 3.7
その他 1.5 3.5
合 計 100.0 100.0
回答数 77 34
無回答 3 2
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
出荷容器の利用形態をみると，現状では，野菜，果
実とも圧倒的に DBを利用した出荷割合が高い。野
菜では全出荷の92.4％が，果実は89.1％が DBによ
る出荷となっている（表?－1）。「通い容器」を利用
した出荷は，野菜においてわずか1.8％行われてい
るにすぎす，果実においては「通い容器」による出
荷はおこなわれていないのが現状である。
しかし，環境問題や低コスト化を考えると，今後，
青果物の物流においてもワンウエイの DB容器から
「通い容器」への転換は不可欠と思われ，北海道の青
果物物流においても導入を検討していく必要があ
る。
そこで，以下では，実際「通い容器」を利用して
いる野菜を中心として，「通い容器」の取扱の現状や
メリットあるいは問題点を明らかにし，北海道の青
果物物流において DBから「通い容器」へ転換する
ための課題や方法について検討する。
２．「通い容器」の利用・流通実態
現在，青果物出荷において「通い容器」を利用し
ている JAは，野菜では，14JA（17.5％）ある。果
実では，現状では「通い容器」を使用している JAは
ない。「以前使用していたが現在は使用していない」
と「通い容器」での出荷を取り止めた JAは，野菜で
３JA（3.8％），果実で２JA（5.6％）ある（表?－
2）。
ただ，「利用したことはないが通い容器は知ってい
る」と回答した JAは，野菜，果実ともに多く，前者
が45JA，割合では56.3％，後者で20JA，55.6％を
占める。すなわち，現状では「通い容器」を利用し
た出荷を行っている JAは少ないが，出荷容器とし
ての「通い容器」の認知度は，現在または以前に「通
い容器」を使用していたを含めると，かなりの JAで
認知されていると言える。
また，現在「通い容器」を利用して出荷している
JAでの取扱品目は全部で14品目あり，その中でも
アスパラ，ブロッコリー，かぼちゃ，レタス（以上
の４品目は３JA），トマト，馬鈴薯（以上の２品目は
２JA）などは，複数の JAで「通い容器」を利用し
た出荷が行われている（表?－3）。
青果物流通への「通い容器」の導入・普及に関する研究
表Ⅲ－1 青果物の出荷容器形態別利用割合
単位：％，JA
区 分 野 菜 果 実
Ｄ Ｂ 92.4 89.1
通い容器 1.8 0
発砲スチロール 2.2 7.5
木 箱 0.1 0.2
その他 3.6 3.3
合 計 100.0 100.0
回答数 76 33
無回答 4 3
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
表Ⅲ－2 青果物流通における「通い容器」の利用状況 単位：％，JA
区 分 野 菜 果 実
※該当するものを１つ○印 実数 割合 実数 割合
現在使用している。 14 17.5 0 0
以前使用していたが現在は使用してない。 3 3.8 2 5.6
利用したことはないが通い容器は知っている。 45 56.3 20 55.6
利用したこともないし通い容器も知らない。 15 18.8 8 22.2
無回答 3 3.8 6 16.7
合 計 80 100.0 36 100.0
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
表Ⅲ－3「通い容器」利用品目（14JA)
単位：JA
品 目 名 JA数
アスパラ 3
ブロッコリー 3
南 瓜 3
レタス 3
トマト 2
馬鈴薯 2
ミニトマト 1
長 芋 1
ピーマン 1
小ネギ 1
スイートコーン 1
たまねぎ 1
加工長ネギ 1
合 計 23
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
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次に，「通い容器」を利用した出荷販売先を見ると，
先述したように，野菜全体の出荷販売先は，卸売市
場（道内・道外）への出荷が中心であるのに対し，
「通い容器」の場合，卸売市場外への出荷販売が圧倒
的に多い。すなわち，「通い容器」を利用している JA
の出荷販売先は「外食や食品加工会社」（54.2％）を
中心として生協（12.5％）や量販店（4.2％）などの
卸売市場以外の実需者との直接取引が中心で，卸売
市場への出荷は，道内・道外を合わせても16.6％に
過ぎないのが現状である（表?－4）。すなわち，現
在，北海道の野菜流通で利用されている「通い容器」
は，特定の生産者と特定の実需者の間での利用が中
心であり，クローズドな流通において利用されてい
ると言える。また，卸売市場を利用して出荷販売さ
れる場合でも，最終販売先は事前に決まっている。
ところで，現在，特定者間のクローズドな流通で
利用されている「通い容器」は，どのような容器タ
イプの「通い容器」が利用されているのであろうか。
「通い容器」を利用して出荷を行っている野菜を，容
器タイプ別に品目分類すると，やはり「単純箱形タ
イプ」が11品目と最も多く45.8％を占める（表?－
5）。しかし，それ以外にも容器の回収や保管，取扱
性などに威力を発揮する「折りたたみ式タイプ」（９
品目，37.5％）や「回収時減耗タイプ」（１品目，4.2％）
などの「通い容器」も利用されている。すなわち，
現在，野菜の出荷で利用されている「通い容器」は，
単純な箱形タイプばかりでなく，リターナブルに利
用するため，回収や保管を考慮されたタイプの「通
い容器」も一定，普及しつつあると言える。
また，「通い容器」の所有形態では，「出荷者又は
生産者」の所有が50.0％を占め最も多い。次に「販
売先又は取引先」の所有が29.2％あり，前者と合わ
せて約８割を占める（表?－6）。すなわち，現在利
用されている「通い容器」の所有は，「通い容器」を
利用している特定者間（産地や実需者）での所有に
よる利用が中心となっている。
３．「通い容器」の利用・流通におけるメリットと
問題点
現在「通い容器」を利用している JAの「通い容器」
利用におけるメリットとしては，「DBに比べて通い
容器代の方が安い」（54.5％）や「畑の収穫から利用
できる」（45.5％）へ回答した JAが多い。また，「リ
サイクルへの貢献が出来る」に回答した JAも
36.4％を占めている（表?－7）。
特に現在の「通い容器」の利用は，限られた範囲
での流通であるが，それでも上位３つの回答は，環
境問題や低コストの視点からも「通い容器」が優れ
ていることを表している。すなわち，第１に，「通い
容器」は，ワンウエイの DBと違い，何度も再利用
できるため，容器コストが削減でき，出荷と回収な
どの管理システムがうまく機能すれば DBよりも安
い価格で利用できることを表している。第２に，一
般の DBはどうしても雨や水に弱いという欠点を
持っているため畑から利用しづらいのに対し，「通い
容器」は，雨や水にも基本的には関係なく利用でき
るため，畑の収穫への直接の持ち込みが可能であり，
また，泥付きのまま収穫したとしても「通い容器」
に入れた状態で洗浄することも可能である。そのこ
表Ⅲ－6「通い容器」の所有権（14JA)
単位：品目，％
区 分 品目数 割 合
出荷者又は生産者 12 50.0
販売先又は取引先 7 29.2
コンテナ会社 1 4.2
その他 4 16.7
合 計 24 100.0
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
表Ⅲ－5「通い容器」の利用タイプ（14JA)
単位：品目，％
区 分 品目数 割 合
折りたたみ式タイプ 9 37.5
回収時減耗タイプ 1 4.2
単純箱形タイプ 11 45.8
その他 3 12.5
合 計 24 100.0
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
表Ⅲ－4「通い容器」利用による主要出荷・販売先
（14JA） 単位：品目，％
区 分 品目数 割 合
道内の卸売市場 2 8.3
道外の卸売市場 2 8.3
量販店 1 4.2
生 協 3 12.5
全農集配センター
ホクレン野菜センター
外食又は食品加工会社 13 54.2
その他 3 12.5
合 計 24 100.0
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
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とにより，収穫後の選果荷造り作業の効率化も可能
となり，DBに比べ，選果荷造り作業の簡素化やコス
トの削減が可能となる。第３には，「通い容器」は，
ワンウエイの利用中心の DBと異なり，再利用（リ
ユース）が可能であり，単純なリサイクルではなく
省資源的なリサイクルが実現できという意味で，環
境視点からも DBよりも優れた容器であると言え
る。
以上のことからも，現状では「通い容器」を利用
した取引を行っている JAは少ないとは言え，「通い
容器」は，青果物の物流における環境問題や低コス
ト化にも適合した優れた容器であることは明らかで
ある。
しかし現状の利用システムでは，いくつかの問題
点も存在する。すなわち，現状の「通い容器」利用
における問題点としては，現在，クローズドな限ら
れた範囲での利用が中心にもかかわらず，圧倒的に
多いのが「通い容器の回収が困難で，紛失が多い」
への回答である。「通い容器」を利用している JAの
75.0％が「通い容器」の問題点として，回収の困難
性と紛失をあげているのである（表?－8）。それ以外
にも「DBに比べて積み下ろしがしづらい」（50.0％）
への回答も多くあった。今後，青果物の流通におい
て DBから「通い容器」に転換し，その普及，拡大
表Ⅲ－8「通い容器」の取扱における問題点 単位：JA，％
回答者数14社
JA 割 合
※該当するものを３つまで選び○印
通い容器の回収が困難で，紛失が多い。 6 75.0
DBに比べて積み下ろしがしづらい。 4 50.0
DB代に比べて通い容器代の方が高い。 3 37.5
DBに比べて荷痛みが少ない。 1 12.5
DBとコンテナ両方の荷造りによる手間の増大。 1 12.5
容器サイズが内容物のサイズとマッチしない。 1 12.5
DBに比べて容器組み立てが困難である。 0 0.0
DBに比べて選別荷造作業に手間がかかる。 0 0.0
その他 0 0.0
計 16 200.0
回答数 8 100.0
無回答 6
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
表Ⅲ－7「通い容器」利用におけるメリット 単位：JA，％
回答者数14社
JA数 割 合
※該当するものを３つまで選び○印
DBに比べて通い容器代の方が安い。 6 54.5
畑の収穫から利用できる。 5 45.5
リサイクルへの貢献ができる。 4 36.4
DBに比べ容器組み立てが簡単又は不要である。 3 27.3
DBに比べて荷痛みが少ない 3 27.3
選別荷造作業がDBより効率的にできる。 2 18.2
DBに比べ積み下ろしが簡単である。 2 18.2
取引先と安定取引ができる。 2 18.2
DBに比べて鮮度維持がよい。 1 9.1
その他 3 27.3
計 31 281.8
回答数（JA） 11 100.0
無回答 3
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
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を進めていくためには，いくつかの課題があるが，
その中でも特に「通い容器」の回収と紛失問題を解
決していくことが早急の課題であると言える。
また，現在「通い容器」を利用していない JAも含
めて，現在の出荷容器を DBから「通い容器」に転
換していくための課題の質問に対しても，やはり回
収や紛失を含んだ「通い容器のコスト負担（容器代・
回収費用・損失負担・保管管理費用）」へ回答した JA
が全体の76.5％を占め最も多い（表?－9）。また，
それ以外にも「通い容器の回収方法の確立」
（54.4％），や「通い容器の既存の選果施設（ライン）
への導入」（41.2％）をあげている JAも多い。
以上，今後，環境問題や低コストからも優れてい
る「通い容器」を普及していくためには，「通い容器」
利用における問題点や転換するための課題にも現れ
ているように，回収や紛失問題を解決していく必要
がある。特に，DBから「通い容器」への転換を普及
拡大していくためには，野菜出荷の８割以上を占め
る不特定多数が売買する卸売市場流通などオープン
な流通への導入を拡大していく必要がある。しかし，
回収や紛失問題を解決しないかぎり，その導入拡大
は厳しいと言わざるを得ない。
そこで以下では，「通い容器」の回収や紛失問題を
解決し卸売市場流通などの不特定多数が利用可能な
「通い容器」の利用システムのあり方について検討す
る。
Ⅳ 不特定多数での「通い容器」利用システムの確
立
これまでの考察から，現在，北海道の青果物流通
で利用されている「通い容器」は，特定者間のクロー
ズドな流通においての利用が中心となっている。す
なわち，特定の産地と特定の食品加工業者，外食，
量販店など特定の２点者間での利用が中心である。
このようなクローズドな特定の２点間の利用では，
運営や管理も産地（生産者・出荷者）や実需者（加
工業者，外食，量販店など）が中心でなされ，「通い
容器」の所有者も彼等である場合が多い。また，「通
い容器」の出荷者と回収者も同じである場合も多い。
図で示すと図?－1のようになる。このようなク
表Ⅲ－9 出荷容器を DBから「通い容器」に転換するための問題点 単位：JA，％
※該当するものを３つまで選び○印 JA 割 合
通い容器のコスト負担（容器代・回収費用・損失負担・保管管理費用）。 52 76.5
通い容器の回収方法の確立。 37 54.4
通い容器と既存の選果施設（ライン）への導入。 28 41.2
通い容器の容器代。 18 26.5
通い容器の保管場所。 18 26.5
通い容器の洗浄。 14 20.6
通い容器の所有形態（出荷者又は生産者，販売先又は取引先，コンテナ会社）。 12 17.6
容器サイズの統一（モジュール化）。 10 14.7
通い容器の回収場所の整備。 3 4.4
その他 3 4.4
計 195 286.8
回答数 68 100.0
無回答 12
資料：北海道の農協アンケート調査により作成。
図Ⅳ－1 特定者間での「通い容器」の流通
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ローズドな流通での利用では，利用者間の約束と管
理回収システムがうまく機能していれば，「通い容
器」の利用は容易と思われが，それでも問題点とし
て「通い容器」の回収と紛失に問題があると多くの
JAが答えている。「通い容器」の普及，拡大のため
には，不特定多数が売買する卸売市場流通（オープ
ンな流通）への普及拡大を進めていく必要があるが，
現状のシステムでは，「通い容器」は，特定の利用者
（生産者や実需者）に所有されているため，利用され
る「通い容器」は，利用した同じ特定の「通い容器」
の所有者のもとに回収されることが必要であり，流
通段階や利用先が増えれば増えるほど，その回収は
難しく，紛失も多くなる。したがって，未回収や紛
失により「通い容器」の利用回転率が下がれば下が
るほど，補充によるコストが必要となり，「通い容器」
の価格的メリットはなくなってしまう。すなわち，
特定の利用者のもとに「通い容器」の回収が必要な
現状のシステムを不特定多数間で売買される卸売市
場流通へ導入することは，回収や紛失を考えると難
しいと思われる。したがって，卸売市場流通など不
特定多数が売買するオープンな流通に「通い容器」
を導入，普及していくためには，現状の「通い容器」
利用システムとは異なる新たな「通い容器」の利用
システムを確立する必要がある。そのためには，不
特定多数で「通い容器」が利用され，売買されても
「通い容器」がスムーズに回収されで再利用（リユー
ス）できる循環システムを構築する必要がある。
ところで，環境問題への取組みの必要性が高まる
中で，近年，わが国の青果物流通においても，従来
の「通い容器」の利用方法と異なるシステムでの「通
い容器」の利用が普及しつつある。このシステムは，
環境問題への取組が早くからおこなわれた来たヨー
ロッパを中心ととして普及しているシステムであ
り，レンタル＋デポジット制を基本としたシステム
である。
このシステムの特徴は，まず第１に，「通い容器」
がこれまでの利用者による買い取り（利用者所有）
と異なり，レンタル方式であることである。すなわ
ち，利用者に「通い容器」の所有権はなく，「通い容
器」利用者はレンタル料（利用料）支払って利用す
る方式を採用していることである。したがって，レ
ンタル料を支払えば，基本的には誰でも利用可能で
あり，多数の利用者が利用可能である。また，「通い
容器」の利用者に所有権はないため，特定の場所に
「通い容器」が戻る必要がないことも大きな特徴であ
る。
第２に，わが国ではなじみの薄いが，ヨーロッパ
では一般的となっているデポジット制度を導入して
いることも大きな特徴である。デポジット制度は，
「通い容器」自体にデポジット料（保証金）を課し，
紛失を最小限に押さえるシステムである。すなわち，
「通い容器」にデポジット料（保証金）を貸すことに
より，「通い容器」自体に価値を持たせ，「通い容器」
を利用する生産者だけでなく「通い容器」を利用す
る流通段階の全ての主体に「通い容器」の紛失責任
を持たせることにより，紛失を最小限に押さえるこ
とを可能とするシステムである。
第３に，「通い容器」の貸出，回収，保管などの管
理運営は，基本的には全て「通い容器」の所有者（所
有会社）がおこない，出荷者は，「通い容器」の回収
をしなくてもよいことも大きな特徴と言える。
以上の特徴をもつレンタル＋デポジットシステム
は，現在の「通い容器」利用の最大の問題点である
回収や紛失問題に対応できるシステムであり，不特
定多数で売買がおこなわれる卸売市場流通において
も「通い容器」が利用できる可能性を持っていると
思われる。
なぜなら，このシステムは，「通い容器」が特定の
利用者に戻る必要がないため，広域流通においても
回収が容易にできる。また利用者は回収の心配をし
なくてもよいため，特定の販売先だけでなく，不特
定の販売先にも出荷が可能である。容器も多数の利
用者が利用できるため，レンタル料もそれだけ安い
価格に設定することが可能となる。また，「通い容器」
の利用者全体にデポジット料を義務づけることによ
り，容器の紛失は最小限に抑えることが可能である。
などの特性により，従来の「通い容器」利用の大き
な問題点であった回収や紛失問題を解決できるシス
テムであると思われる。
しかし，このレンタル＋デポジットシステムを利
用した「通い容器」が，不特定多数が売買をおこな
う卸売市場流通で，うまく機能するためには，ハー
ド面（施設など）の整備が必須であると思われる。
特に，卸売市場流通へ「通い容器」を導入していく
ためには，貸出や回収のための拠点（デポ）の整備・
拡充が重要である。とくに，卸売市場は，売り手（産
地，出荷者）と買い手（仲卸，小売など実需者）と
の物流の結節点となっている。したがって，そこに
「通い容器」の貸出，回収，保管拠点を整備・拡充し
ていくことが，今後，卸売市場流通にレンタル＋デ
ポジットシステムによる「通い容器」の導入・普及
を進めていく上でのキーポイントとなると思われ
る。レンタル＋デポジットシステムのもとで不特定
多数が「通い容器」を利用した青果物流通の循環シ
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ステムの概念図を示すと図?－2のようになる。
今後，青果物流通においても環境問題への対応が
ますます求められると思われるが，その実現のため
には，青果物流通に係わる関係者の連携や協調，努
力が必要であるが，それだけでなくやはり行政の支
援や援助も不可欠であると考える。
注：本論文は，平成12年度文部省科学研究補助金
「食品流通における環境保全型物流システムの導
入と展開に関する研究」及び北海道委託「通いコ
ンテナ物流調査」の研究成果の１部である。
付 記
本論文のアンケートの発送や回収，整理に関して
は，平成12年度卒業生の川村順一君に多大な協力を
いただいた。ここに記して感謝の意を表したい。
図Ⅳ－2 不特定多数での「通い容器」の利用循環システム
26 尾 碕 亨
